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2021年10月27日
トレードワルツ株式会社
代表取締役 小島裕久

貿易PF間連携で未来の貿易をつくるTradeWaltz
～国連CEFACTと共に目指す国際標準～

JASTPRO/SIPS 貿易手続簡易化活動50周年オンラインセミナー

日本発 国際標準の現状と展望
ーデジタル社会を推進する国連CEFACT標準ー
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弊社のご紹介

トレードワルツ

会社名 •株式会社トレードワルツ

代表者 •代表取締役 社⾧ 小島 裕久

設立年月日 •2020年4月1日

URL •https://www.tradewaltz.com

株主一覧
(累計出資総額
30億円)

※赤字は8月末か
らの新規株主

•株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
•[新] 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社
•三菱商事株式会社
•豊田通商株式会社
•[新] 株式会社TW Link(兼松JV)
•東京海上日動火災保険株式会社
•[新] 三井倉庫ホールディングス株式会社
•[新] 株式会社日新
•株式会社三菱UFJ銀行
•損害保険ジャパン株式会社

Mission •Create the Future of Trade
貿易の未来をつくる

事業内容 •貿易プラットフォーム「TradeWaltz®」をSaaSとし
て提供、運営

＜事業イメージ＞
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Agenda

貿易の課題

解決策:TradeWaltz

世界中とデータ連携する貿易エコシステム

世界とつながるために、国際標準化活動
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貿易の課題
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対日貿易の取引量は伸びているが、貿易の担い手である実務者は減少傾向で人出不足。

対日貿易取引量が増大する一方で、貿易実務者不足・非効率な業務プロセスにより、
貿易の持続的な成⾧を支えるのは難しくなってきています。

現状と課題貿易を取り巻く環境 有識者の声

貿易取引の「需要」に対し、貿易実務の「供給」が追い付かない。

対日貿易取引の増加

• 対日貿易は金額・量ともに増加。
対日貿易額:

164兆円(2018年)、CAGR4.5%
海上貨物貿易量:

約800万件(2018年)、CAGR1.8%

• 「海上貿易が堅調に推移」。
• 「2020年の東京オリンピックに関連したインフラ投資を中

心に日本の成⾧が続いている」。
• 「日本政府も、米国との貿易協定締結や、

アフリカ開発会議開催を通じて
積極的に貿易関係を促進しようとしている」。
(DHLグローバルフォワーディングジャパン
代表取締役社⾧チャールス カウフマン)

需要

供給
貿易実務の
負担増加

貿易実務者
不足

非効率な
業務プロセス

• 専門的知識・技能の必要性増加。
• 人手不足・人員の負担が増大。

• 紙中心のアナログなプロセス。
• 契約・決済・輸送・通関それぞれの領域で、

個別にソリューションが存在。
（ワンストップ化が未実現）

• 「サプライチェーンのグローバル化に伴い、
港湾を利用した輸出量が増加する中、
物流分野の人手不足が深刻化」。
(経済産業省「貿易円滑化に関するこれまでの取組と
今後の方向性」)

• 「輸出入・港湾手続の業務改革を進めるために、まずグラ
ンドデザインを設計し、全体最適を実現するシステムとす
ることが必要」。
(日本機械輸出組合「2001年以降の貿易手続制度と
電子化」)
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日本の貿易手続きは、先進国の中でも非常に非効率的。

日本の貿易取引の効率はOECDの中でも最下位に近く、東アジア・太平洋地域も同様の課題を抱えています。貿易の各
プロセスにおいて個別最適化が進められ、ワンストップ化は実現しておらず、非効率が残っています。

1) 世界銀行グループ”Doing Business-Trading Across Borders”より抜粋（2019年9月6日最終アクセス）

貿易取引に係る時間(単位:時間)1)

0 50 100 150 200 250

東アジア・太平洋地域

ヨーロッパ・中央アジア

OECD・高所得国

オーストラリア(36位)

日本(31位)

米国(24位)

エストニア(15位)

14か国(1位)

輸出 国境通過に要する時間
輸出 書類作成・提示などに要する時間
輸入 国境通過に要する時間
輸入 書類作成・提示などに要する時間

東アジア・太平洋地域や日本は、他の先進地域・国と比較して、
貿易取引に時間を要する。

有識者の声

• 効率化の未進展
 「港湾・通関・決済・物流のシステム化については、これまでの日本では、

いろいろな取組アイデアが死屍累々と堆積している。NTTデータには、（中略）物流
に係る業務の基本的な流れに留意してソリューションを研究してもらいたい」 。(日本
機械輸出組合 総務担当 橋本理事)

 「ロサンゼルス港湾でも、貨物受取の十分な効率化ができておらず、
今後、年4%程度の輸出入の増加に焦りを感じている」。

 「日本においても貨物受取の待機問題は問題視され、議論はなされているが、所謂、
現場の「プロ」が参加していないため、解決できていない」
「このままでは、日本は世界に対して遅れを取ってしまう」。
(ロサンゼルス港湾局 森本氏)

• 部分的な効率化
 「貿易手続については、電子化等を通じた部分的な効率化が

図られてきたが、サプライチェーン全体の最適化は進んでいない」。
(経済産業省「貿易円滑化に関するこれまでの取組と今後の方向性」）

 「各行政当局が個別にシステム化を進めた結果、中核的機能を果たす
大規模基幹システムが計画的に構築できていない」。 (財務省「貿易手続改革プロ
グラム改訂版 」)

国
別(O

E
C

D

36
か
国)

地
域
別

…
…

…

デンマーク、オーストリア、スペ
イン、フランス、ポーランド、ポル
トガル、チェコ、オランダ、スロベ
ニア、スロバキア、ベルギー、イ
タリア、ハンガリー、ルクセンブル
ク 現

状

• TPPによる貿易円滑化の要請
 TPP第5章「税関当局及び貿易円滑化」において、

各国における貿易手続きの簡素化・時間の短縮を目指すように規定。
今
後

約34倍
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貿易手続き(AS-IS)が非効率な理由

貿易取引では、多数のプレイヤーが様々な情報のやり取りを、紙書類、FAX、PDF等の手段で行っており、
電子化が進んでいない。そのため、業務のミスや非効率が発生しています。

輸出者
（売主）

税関

買取（通知）
銀行

発行銀行

3 信用状

10 買取書類

11 決済情報

3信用状 10 買取書類 12船積書類 2 信用状開設依頼
保険会社

輸出入申請
／許可

運輸会社・
通関会社

４ 保険申込書

５ 保険証券

６ 通関・船積依頼
７船荷証券

８ 通関申告
／許可

輸出入
監督官庁

輸入者
（買主）

１ 売買契約

９ 船積通知

税関運輸会社・
通関会社

輸出入申請
／許可

13 船荷証券

貨物

貨物

輸出入
監督官庁

14 通関申告
／許可
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貿易を救う技術:ブロックチェーン

技術調査とのPoCの中で、この課題を解決するために、ブロックチェーンが最適な技術とわかってきた。
（世界中が気づき始め、開発競争が始まった）

貿易手続データ連携システムに必要な要件

① 対等な立場でのシステム参加

② 各関係者が同じ取引情報を保有

③ 多数の貿易関係者が段階的に参加

④ 取引ステータス・ワークフローの管理

⑤ 高い信頼性

ブロックチェーンの特性

① 中央集権的ではないシステム運営

② 各ノードが同じ情報を保有

③ システム規模の拡大が可能

④ リアルタイムでの情報共有

⑤ 情報の改ざんが困難
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日本で始まった、貿易コンソーシアムのこれまでの歩み

2017年8月に国内大手企業の参画する業界横断コンソーシアムを設立以来、貿易業務のデジタル化検討を進めて参りました。
業態 会員（業態別五十音順） （2020年9月現在）

銀行

株式会社みずほFG/株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三菱UFJ銀行

保険

損害保険ジャパン株式会社

東京海上日動火災保険株式会社

三井住友海上火災保険株式会社

荷主

伊藤忠商事株式会社

兼松株式会社

住友商事株式会社

双日株式会社

豊田通商株式会社

丸紅株式会社

三井物産株式会社

三菱商事株式会社

船会社
総合物流

川崎汽船株式会社

日本通運株式会社

日本郵船株式会社

Ocean Network Express Pte. Ltd.

事務局 株式会社NTTデータ
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日本で始まった、貿易コンソーシアムのこれまでの歩み

2017年に貿易コンソーシアムを発足し、以降国内外で多数の実証実験、試行運用を実施。

2020年には、7社の共同出資により事業会社を設立し、11月に事業を開始しました。

2017 2018 2019 2020
コンソーシアム発足
• 荷主・銀行・保険・物流といった

貿易業務に携わる日本の各業
界のリーディングカンパニー13社が
集まり、ブロックチェーン技術を活
用した貿易情報連携プラット
フォームの実現に向けたコンソーシ
アムを発足

シンガポールでの実証実験を実
施
• NTTデータはシンガポールの貿易

プラットフォームであるNTP
（Networked Trade Platform）と
の将来的な接続に向けた実証
実験を実施し、クロスボーダー取
引における安全性、効率性、透
明性向上といった効果を確認

日本国内での実証実験を実施
• 7月にNEDOが実施する「IoTを活

用した新産業モデル創出基盤整
備事業」の委託先の一つにNTT
データが選定される。

• アジア向けコンテナ輸出を行って
いる東京（大井）、清水、博多の
港湾で実証実験実施。

タイでの実証実験を実施
• タイのサービスプロバイダや日系企

業・銀行とともに、日本－タイ間
の貿易手続きのデジタル化に向
けた実証実験を実施し、タイの既
存の貿易手続サービスとシームレ
スに連携させることで、利用者へ
のベネフィットの確認やシステム的
な課題の洗い出しを行う。

タイJSCCIBとの共同実証実験
を実施
• タイで貿易プラットフォーム構築を

目指して活動しているJSCCIB（タ

イ商業・工業・金融合同常任委員会）と共
同で、タイ国家デジタル貿易プ
ラットフォームであるNDTP（National 

Digital Trade Platform）のプロジェクト
の一環として、NTTデータの貿易
プラットフォームを活用した共同実
証実験を実施。

コンソーシアムメンバー各社での
試行運用を実施
• 試行運用版の貿易情報連携プ

ラットフォームを貿易コンソーシア
ムの参加メンバーに提供し、2019
年10月～2020年3月にかけて検
証を実施。

ダボス会議2020併催の貿易デ
ジタル化フォーラムにて
「貿易のデジタル化推進に関す
る覚書」に署名
• NTTデータは、2020年1月にダボ

ス会議2020と併催されている
「ICC Trade Digitalisation
Forum（貿易のデジタル化推進
フォーラム）」において、「貿易のデ
ジタル化推進に関する覚書」に
署名。

事業開始
• 貿易コンソーシアム参画企業の

内7社が共同出資を行い事業会
社を設立。11月より事業開始。
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解決策
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ブロックチェーンを活用した新しい貿易の形(To-Be)をTradeWaltzが提案

TradeWaltzは、高い信頼性のあるブロックチェーン(分散台帳技術）基盤上に、貿易関係者が一気通
貫で情報共有できる貿易プラットフォームを構築し、事務の手続き効率化/利便性向上を目指します。

税関

買取（通知）
銀行

発行銀行保険会社

運輸会社・
通関会社

輸出入
監督官庁

輸出者
（売主）

輸入者
（買主）

税関運輸会社・
通関会社

輸出入
監督官庁

貨物

ブロックチェーン分散台帳

各システムが個別にデータを保有する世界から、分散型台帳によるデータの共有を前提としてシステムが連携する世界へ

ブロックチェーン（分散型台帳）で
電子データを共有・活用する

(業務効率44%上昇)
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TradeWaltzは業務をどう変えるか?（AsIs）

L/C通知

L/C開設依頼

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可
情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

輸出許可情報

B/L Inst.
I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約書

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

PDF等

B/L, 輸出許可 PDF

見積書

見積回答

PDF

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システムC/O

I/V P/LS/I

C/O申請 S/A
通関依頼

L/C

契約書

見積回答
L/Cドラフト

I/V
P/L

S/I

B/L Inst.

I/P D/N

B/E 買取依頼書

I/P発行依頼

L/C開設依頼

見積回答

契約書 I/V S/A

L/C

B/L Inst.

一部、大手でEDI化が進んでいますが、デジタルで情報連携できていない箇所が残っています。

APIによるシステム間接続

L/Cドラフト

輸入者

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例
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TradeWaltzは業務をどう変えるか?（ToBe）

S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴
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TradeWaltzは業務をどう変えるか?（ToBe）

S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴

①書類の作成時間
30分/書類 ➡ 15分/書類

相手国取引先との契約情報を
自動転載して書類DRAFT作成

業務効率化のポイント

②書類間のチェック時間
5分 ➡ 2分

データ流用、比較機能を活用し
チェックポイントを最小限に

③メール・郵送時間＋郵送費orEDI費用
5分 ➡ 1分

書類ができたらボタン一つでTradeWaltzの承認フローを
回し、相手先に送付

④保管時間＋倉庫費
???分 ➡ 0分

電子帳簿保存法4条、10条改正により
TradeWaltz利用で紙書類保管から解放。

事後調査もシステムで対応。

⑤通関申請時間
通関申請に必要な6-7割の情報を

TradeWaltzから標準データ型で連携可能。
メールやFAXからの打ち換えを削減。
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貿易完全電子化がもたらす効果

S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴

貿易業務の削減時間の目安 1) 荷主の貿易取引1万件当たりのコスト削減効果試算 2)

317分

176分

99分

53分

前提条件
• 貿易取引件数が年間1万件の荷主を想定
• 貿易取引1万件の内、10％がL/C取引である

と仮定

－47%

2.5億円

荷
主
業
務

154分

82分

49分

26分

－47%

－47%

1.1億円

1.5億円

0.8億円

-44%

-46%
-56%

① 業務時間とコストが44%以上効率化
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S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴

② 書類の紙保管が要らない(デロイトと電子帳簿保存対応)

貿易完全電子化がもたらす効果
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S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴

③ リモートワークが可能になる

貿易完全電子化がもたらす効果
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S/A

TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。

ほぼ電子化

大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

L/C通知

L/C開設依頼

輸入者

買取実行

買取銀行

通知銀行

荷主様

物流会社

保険会社

保険証券

通関・船積

原産地証明

商工会議所

営業

保険

経理

財務システム

営業システム

保険システム
NACCS

L/C開設

開設銀行

B/L・SWB

船会社

L/C

L/C

L/C開設依頼

L/C開設依頼見積回答

契約書

I/P D/N

I/P発行依頼

I/V P/L S/I
I/P D/N

輸出許可情報

L/C

B/L

ACL

ECA

B/E 買取依頼書

買取結果

I/V S/A

B/L ドラフト B/L

B/L Inst.

C/O

C/O申請

TradeWaltz

輸出許可情報

B/L Inst.I/P発行依頼

B/E 買取依頼

C/O

B/L ドラフト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

I/V P/L

契約

S/I

C/O申請 S/A

画面機能
買取依頼

TW-AP

B/L, 輸出許可 TW-AP

PDFでアップロード

APIによるシステム間接続

見積書

見積回答

TW-AP

L/Cドラフト

L/Cドラフト

通関依頼

財務システム

物流システム

I/VS/I C/OB/L

ド
キ
ュ
メ
ン
ト
管
理
（
履
歴
）

取
引
管
理
（
契
約
・
商
品
受
渡
・
決
済
記
録
）

不可逆性データ保管

・・・

履歴

④ 委託先の進捗管理や担当者間引継ぎも楽（各貿易実務者のステータスが分かる）

貿易完全電子化がもたらす効果
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TradeWaltz開発ロードマップ(2021.10現在)

本番環境
（Ver.2）

テスト環境
（Ver.2）

2021年3月 2021年4月～ 2021年11月～ 2022年4月～ 2023年4月~

輸出通関データ連携(UIのみ)

輸出TTR書類連携(UIのみ)
（但し荷受人は輸入者）

輸入通関データ連携（TTR）

輸入L/C買取データ連携
（但し制度次第で前後する可能性あり）

三国間買取データ連携
（但し制度次第で前後する可能
性あり）

L/C通知

輸入通関
データ連携

輸出TTR書類連携
（但し荷受人指定は制度次第）

トレードコンプライアンス（但し制度
次第）

海外PF連携

輸出L/C買取書類連携（但し制度次第）

本番環境
(Ver.1)

L/C通知 (ほか実装済の書類群もテストは可能)

▲
2022年1月頃
ｼｽﾃﾑ連携ｲﾝﾀﾌｪｰｽ公開
※10月に前倒し可能性あり

輸入機能

▲
2021年11月頃
テスト環境ご提供

▲
2021年６月頃
機能、スコープにつき
詳細ご説明可能

輸出機能 輸出通関データ連携(API連携)

10月25日から本格的にトライアル環境をオープン
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TradeWaltz貿易コンソーシアム会員企業(2021.10現在)

会員規模は65社に拡大。サービスの本格展開を目指し、協働しています。
伊藤忠商事株式会社 井本商運株式会社 SGHグローバルジャパン株式会社 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ関西 株式会社エフ・ビー・エス 岡谷鋼機株式会社 株式会社オービック

オープンテキスト株式会社 兼松株式会社 関西総合システム株式会社 共栄火災海上保険株式会社

京セラコミュニケーションシステム株式会社 株式会社近鉄エクスプレス 京浜内外フォワーディング株式会社 コビュー・ジャパン株式会社

五洋ロジテム株式会社 三洋貿易株式会社 株式会社Shippio 株式会社商工組合中央金庫

商船三井ロジスティクス株式会社 シンク・ロジスティクス株式会社 株式会社STANDAGE 住友商事株式会社

株式会社セイノー情報サービス 株式会社Zenport 双日株式会社 双日ロジスティクス株式会社

損害保険ジャパン株式会社 第一実業株式会社 ティービーケー・システムズ株式会社 東京海上日動火災保険株式会社

ドリームカーゴシステム株式会社 豊田通商株式会社 豊通ケミプラス株式会社 西日本鉄道株式会社

株式会社日新 日通商事株式会社 日本電気株式会社（NEC） 一般財団法人日本貿易関係手続簡易
化協会（JASTPRO）

株式会社日本貿易保険（NEXI） 日本郵船株式会社 株式会社バイナル 株式会社阪急阪神エクスプレス

阪和興業株式会社 非公表（広報の許可未取得） 株式会社日立物流バンテックフォワーディ
ング

株式会社フジトランス コーポレーション

富士フイルムホールディングス株式会社 株式会社ブルボン 株式会社堀場製作所 株式会社マブチ・エスアンドティー

丸全昭和運輸株式会社 丸紅株式会社 株式会社みずほ銀行 三井住友海上火災保険株式会社

株式会社三井住友銀行 三井倉庫ホールディングス株式会社 三井物産株式会社 三菱ケミカル物流株式会社

三菱商事株式会社 三菱商事プラスチック株式会社 株式会社三菱UFJ銀行 名港海運株式会社

輸出入・港湾関連情報処理センター株
式会社（NACCS）

以上65社 会員 ほか公的機関等 4団体がオブザーバー
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トレードワルツの拡張性
世界連携した貿易エコシステム構築
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世界中で増える貿易プラットフォーム、その中のTradeWaltzの立ち位置は?

※ 各種公開情報を基に当社が作成

アジアでは「官主導 × 自国」が主体

① アジア・アメリカ・
欧州・中近東・
アフリカ

② 海運業界
③ 物流

① シンガポール国内
② 政府
③ 通関・物流・金融

① 香港
② 香港政府
③ 貿易金融

① アジア (予定)
② 民間業界横断
③ 電子化・金融

当社貿易PF

① 中国
② 銀行業界
③ 貿易金融

Bay Area
Platform

欧米では「民間主導 × 個別業務 ×広域」が主体。

① 韓国
② 政府
③ 通関・物流・金融

① 欧州・中近東
② 銀行業界
③ 貿易金融

① 欧州
② 銀行業界
③ 貿易金融

① タイ国内
② JSCCIB

（業界横断）
③ 電子化・金融

NDTP

RDTC構想
(Regional Digital Trade 

Connectivity)

凡例
民間主導
政府主導

①展開地域
②推進主体
③主な事業領域

① 欧州
② 銀行業界
③ 金融

欧州・米国は個別業務に特化、アジアは国に特化しバラバラ。実は産業と国を跨いでつなげるハブ役が不在の市場。
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TradeWaltzの特⾧(競合優位性)

関連業界横断のプラットフォーム

Exporter Negotiation 
Bank

Issuing 
Bank

Importer Insurance 
Company Forwarder Carrier C/O provider

幅広い貿易書類をサポート － PDFではなく構造化データとして保存、利活用可能

Letter of 
Credit

Invoice Sea Way
Bill

Packing
list

Shipping 
Instruction

Export 
Permit

Certificate of 
Origin

Bill of 
Exchange

Insurance 
Policy

attachment
files（PDF etc.）

プラットフォームに蓄積された情報の活用による新たなエコシステム

1

2

3

EPA/FTAの最大活用、サプライチェーンファイナンス、AML等
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システム連携について(エコシステムの拡張性)

大手企業の自社個別システムに留まらず、「競合」と目されるサービスとも積極的に「協業」し、
システム連携を通じて世界の端から端まで電子でつながる貿易エコシステム形成を目指す。

荷主
個社システム

API

船会社
個社システム

API

銀行
個社システム

API API

TradeWaltz
(データ連携・記録の基盤)

既存PKG・PFを
使う企業とは

自社システムを持つ
国内大手企業とは

I/V B/L L/C …

アライアンス先の
PKG・PFサービス 高度化した業務

機能・使いやすい
UIを提供

シンプルな
コア機能を提供
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システム連携について(エコシステムの拡張性)

国や機能別のPFとのデータ連携・エコシステム連携の例:スターアライアンス（航空会社連携）
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NACCS(日本の通関システム)との連携

昨年11月の協業覚書 を契機にシステム連携を含めた様々な計画・実施を進めています。

2020.11
NACCS-TradeWaltzの連携・協力

に関する覚書締結・報道発表

2022.4
netNACCS形式での連携予定

より密な連携について協議中
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TOSS(BINAL社の国内貿易書類作成トップシェアシステム)との連携

今年3月に連携計画についての報道発表。これを契機にシステム連携の計画・実施を進めています。

2021.3
TOSS-TradeWaltzの連携・協力

に関する覚書締結・報道発表

2021.10.25
輸出書類の連携予定

2022.4
輸入書類の連携予定
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他国プラットフォーム(シンガポール、タイ、豪州、NZ)との連携

今年6月に連携計画についての報道発表。これを契機にシステム連携の計画・実施を進めています。

2021.5
国際会議APECで構想発表

翌月 報道発表

2022.4-9
システム連携予定

2022.10-11
APEC2022本会議で発表調整
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アライアンス準備状況の全体像（今後5年間で実現を目指す、世界全体の完全電子化）

世界中より20以上のプラットフォームからPF間接続・協業依頼を頂いており、NDA下 交渉を進めています。

APIで
プラットフォーム間接続

ブロックチェーンで
セキュリティ担保

輸出者のプラットフォーム(UI) 輸入者のプラットフォーム(UI)APIAPI

銀行のプラットフォームAPI保険会社のプラットフォーム API

電子-原産地証明書発行機関 API 税関プラットフォームAPI

物流会社のプラットフォーム 船会社のプラットフォームAPI API

国のプラットフォーム
National Digital
Trade Platform

(“NDTP”)

AP
I
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世界とつながるために、
国際標準化活動
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世界とつながるために、国際ルールづくり・順守が必要

① デジタル船荷証券(eBL)を含む貿易文書の電子化を容認する法改正が各国で必要

⇒ 国連UNICITRALが2017年に発行したモデル法(MLTER)に少しずつ各国で批准、
法改正を進めている。日本も現在トレードワルツ・法務省・学術界で法改正の議論中。
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世界とつながるために、国際ルールづくり・順守が必要

② 電子化された取引データの具体的な取り扱いに関する、国際的な共通ルール整備が必要

⇒ 国連CEFACTが整備しているEDI国際標準EDIFACTや整備しているEDI共通辞書
をベースにしつつ、電子原本を基にしたシステム・PF間のやりとりのルール作り、順守が必要。

EDI
共通辞書

登録

例: 提案

国際自動車業界

世界税関機構

金融業界(SWIFT)

運輸業界

政府

農業グループ

AFACT

流通業界(GS1)

欧州電子電機業界

その他

コード値 適用

AD

CT

PE

PK

QT

輸出価格

契約価格

一個単価

KGあたり単価

見積価格

国連CEFACT
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世界とつながるために、国際ルールづくり・順守が必要

② 電子化された取引データの具体的な取り扱いに関する、国際的な共通ルール整備が必要

⇒ 他にも国際商工会議所 デジタル標準化イニシアチブ(ICC DSI)がUNと案作成をし、
トレードワルツも案の確認をしていた共通ルール(URDTT)が10月1日に発表されたため、
これを遵守しつつ、他PFとの連携を進めていき、世界中に浸透させていく。
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さいごに
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貿易DXが世界を舞台に進む中、国際標準作りにも是非日本全体で参加しましょう!

貿易手続簡易化活動50周年を迎えるタイミングで、
世界は大きく貿易DXと国際標準化に向けて動い
ています。
是非、本日ご参加の皆様と共に貿易DXと国際標
準化に向けて活動していきたいと思いますので、ご
興味ある方は info@tradewaltz.com までお気
軽にご連絡下さい。
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Create the Future of Trade
貿易の未来をつくる


